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施策の方向 ５ ライフスタイルに合わせた働き方ができる社会づくり

良好な雇用環境の整備とワーク・ライフ・バランスの推進

《現状及び課題》 

少傾向にあるものの，子育て期にある 代及び
い水準にあり，働き方の見直しが必要になっています（ ， ）。 
本県におけるワーク・ライフ・バランスに取り組む企業は年々増加していますが，本県は，全国と比較し

改革，男性の育児休暇取得促進，女性の就業継続に向けた環境整備など，仕事と生活の調和の実現のための
働き方の見直しを更に推進していく必要があります（ ）。 
また，仕事と生活
めに，企業に整備してほしい制度として，「妊娠中，育児中の勤務時間の短縮」や「育児休業中の収入補填」，
「フレックスタイム制度の導入」という回答が多くなっています（ ）。 
このため，働き方改革や仕事と子育ての両立支援に積極的に取り組む企業の登録・紹介，育児の日の普及
促進など，仕事と生活の両立に向けた広報・啓発に努め，良好な雇用環境の整備とワーク・ライフ・バラン
スの推進に努めます。 

《施策目標及び具体的施策》 

① 仕事と生活の調和の実現のための働き方の見直し

  ア 仕事と生活の調和実現に向けた普及啓発
「かごしま『働き方改革』推進企業」の認定・紹介や「育児の日」の普及促進，女性活躍に取り組
む企業への支援等を通じて，仕事と生活の調和実現に向けた広報・啓発に努め，職場を優先する意識
や慣行の見直しを図ります。 

具体的施策 具体的施策の概要 担当課等 

仕事と生活の両立がし
やすい職場環境づくり
の促進 

男女ともに仕事と生活の両立がしやすい職場環境づくりを推進
するため，広報誌「労働かごしま」の発行や労働セミナーの開催，
労働問題相談員による相談対応を通じた，働き方の見直しや関係
法令，各種助成制度の周知・啓発 

雇用労政課 

「かごしま子育て応援
企業」の登録・紹介 

従業員の仕事と子育ての両立支援に積極的に取り組む企業を
「かごしま子育て応援企業」として登録・紹介し，県内企業の子育
て支援に対する自主的な取組を促進 

雇用労政課 

「かごしま『働き方改
革』推進企業」の認定・
紹介 

方改革に取り組む企業を「かごしま『働き方改革』推進企業」とし
て認定・紹介し，県内企業の積極的な取組を促進 

雇用労政課 

「育児の日」の普及促
進 

妊婦及び子どものいる世帯を地域全体で応援する機運の醸成に
資するとともに，仕事と家庭生活の調和（ワーク・ライフ・バラン
ス）について考える契機となるよう，町内会，ＮＰＯ，市町村社会
福祉協議会等と連携して，「育児の日」を普及促進 

子育て支援課 
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具体的施策 具体的施策の概要 担当課等 

「育児の日」協力企業
の登録・紹介 

「育児の日」に，ノー残業デーや年休取得促進日を設定するなど
の取組を行う企業について「育児の日」協力企業として登録するな
ど，ワーク・ライフ・バランスの促進を図ることにより，職場にお
ける子育てしやすい環境づくりを促進 

子育て支援課 

男性の家事・育児参加
促進 

「育児の日」フォーラムの開催や，ワーク・ライフ・バランス等
についての企業などへの周知などにより，男性（父親）の積極的な
家事・育児参加を促進 

子育て支援課 

女性活躍推進に取り組
む企業への支援 

中小企業における一般事業主行動計画の策定を促進し，女性の
活躍状況の「見える化」を図るとともに，職場における女性の採用，
定着，登用に資する取組を支援 

男女共同参画室 

「鹿児島県女性活躍推
進宣言企業」の登録・紹
介 

女性が働きやすい環境づくり，環境整備，制度の導入，登用や採
用目標などについて，それぞれの状況に応じた取組を宣言する企
業を「鹿児島県女性活躍推進宣言企業」として登録・紹介し，企業
の自主的な取組を支援 

男女共同参画室 

女性活躍を推進するフ
ォーラム等の実施 

企業トップ等を対象としたフォーラムの開催や，女性の活躍推
進に積極的に取り組む企業の表彰，男性の育児・介護の参加促進等
を図るための研修等，働く女性の意欲の向上及び能力開発の支援
等を通じた女性が活躍できる環境づくりの推進 

男女共同参画室 
男女共同参画センター 

県建設工事入札参加資
格の格付における技術
事項等評価点数への加
点 

県が発注する建設工事の入札参加資格の取得を希望する建設業
者が，次世代育成支援対策推進法に基づく一般事業主行動計画を
策定・届出している場合，技術事項等評価点数に加点 

監理課 
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施策の方向 ５ ライフスタイルに合わせた働き方ができる社会づくり

仕事と子育ての両立のための環境整備の促進

《現状及び課題》 

本県における就業している女性の数（ 歳）は年々増加していますが，共働き世帯が増加する中で，
就労の継続を希望しながらも，仕事と子育ての両立が困難であるとの理由により，出産を機に退職する女性
が少なからず存在しています（ ， ）。 
また，本県における男性の家事・育児関連時間は全国平均より短いなど，家庭責任の多くを女性が担って
いる現状にあります（ ， ）。 
このため，広報誌やセミナーを通じた啓発による育児の日の普及に取り組むとともに，男性の育児休業取
得促進など，男性の積極的な家事・育児参加を促進し，女性の就労継続に向けた環境を整えていきます。 
併せて，保育所や認定こども園等の整備促進による待機児童の解消を図るほか，子どもを持つ親の多様な
働き方にも対応できる保育サービスの充実等の取組を促進し，仕事と子育ての両立のための環境整備をより
一層進めます。 

《施策目標及び具体的施策》 

① 仕事と子育ての両立のための環境整備

  ア 子育てと仕事を両立させやすい環境づくり
親が安心して仕事と子育ての両立ができるようにするため，地域の実情に応じて，認定こども園や
放課後児童クラブなどの整備を促進します。また，様々な保育ニーズに対応するため，保育サービス
の充実等の取組を促進します。 

具体的施策 具体的施策の概要 担当課等 

保育所及び認定こども
園の整備促進 

多様な保育ニーズに対応した保育サービスの確保や待機児童解
消及び耐震化を図るための保育所，認定こども園の整備促進 

子育て支援課 

放課後児童クラブの整
備促進 

新・放課後子ども総合プランに基づく待機児童解消のため，国の
制度に基づく放課後児童クラブの新設・改築を対象とした児童健
全育成対策事業や学校の空き教室・既存の保育所等の空き施設の
活用を対象とした地域子ども・子育て支援事業の積極的な活用を
促進し，放課後児童クラブの施設整備の補助を実施 

子育て支援課 

利用者支援の実施促進 
子ども又はその保護者の身近な場所で，教育・保育・保健その他
の子育て支援の情報提供及び必要に応じて相談・助言等を行うと
ともに，関係機関との連絡調整等を行う利用者支援の実施促進 

子育て支援課 

保育認定を受けた子どもについて，通常の利用日及び利用時間
以外の日及び時間において，保育所，認定こども園等で保育を行う 子育て支援課 

地域子育て支援拠点の
設置促進 

乳幼児及びその保護者が相互の交流を行い，子育てについての
相談，情報提供などを行う地域子育て支援拠点の設置を促進 

子育て支援課 
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具体的施策 具体的施策の概要 担当課等 

一時預かり事業の実施
促進 

家庭において保育を受けることが一時的に困難となった乳幼児
について，主として昼間において，幼稚園，保育所，その他の場所
で一時的に預かり，必要な保護を行う一時預かり事業の実施促進 

子育て支援課 

病児保育の実施促進 
病児について，病院・保育所等に付設された専用スペース等にお
いて，看護師等が一時的に保育等を行う病児保育の実施促進 

子育て支援課 

子育て短期支援の実施
促進 

家庭において児童を養育することが一時的に困難になった場合

場合に行う短期預かり事業の実施促進 
子育て支援課 

「育児の日」の普及促
進 

妊婦及び子どものいる世帯を地域全体で応援する機運の醸成に
資するとともに，仕事と家庭生活の調和（ワーク・ライフ・バラン
ス）について考える契機となるよう，町内会，ＮＰＯ，市町村社会
福祉協議会等と連携して，「育児の日」の普及促進 

子育て支援課 

「育児の日」協力企業
の登録・紹介 

「育児の日」に，ノー残業デーや年休取得促進日を設定するなど
の取組を行う企業について「育児の日」協力企業として登録するな
ど，ワーク・ライフ・バランスの促進を図ることにより，職場にお
ける子育てしやすい環境づくりを促進 

子育て支援課 

ファミリー・サポート・
センターの設置促進 

子育てを地域の中で相互援助するファミリー・サポート・センター
の設置促進 

雇用労政課 
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施策の方向 ５ ライフスタイルに合わせた働き方ができる社会づくり

雇用の場の確保

《現状及び課題》 

少子化の要因の一つである未婚化については，その原因として，若者の雇用形態の不安定さなどからくる
経済的基盤の弱さが指摘されています。 
本県の雇用者（役員を除く）のうち非正規雇用者の割合は，男女ともに増加しており，経済的基盤の弱さ
を克服するには，安定した雇用が必要不可欠です（ ， ）。 
雇用の創出に当たっては，本県の強みである農林水産業やそれらを活用した食品関連産業等，電子・自動
車関連産業の集積を生かすとともに，本県特有の観光資源や地域資源を最大限に生かしながら産業振興に向
けた取組を進めていきます。 
また，共働き世帯が増加する中で，就労の継続を希望しながらも，仕事と子育ての両立が困難であるとの
理由により，出産を機に退職する女性が少なからず存在しています（ ， ）。 
女性が自らの希望に応じて最大限に能力を発揮し，働くことができるよう，女性の就労継続に向けた雇用
環境を整備する必要があります。 
さらに，本県においては，非正規雇用労働者における女性の割合が高くなっているため，その待遇を改善
するとともに，女性や若者などの多様な働き方の選択肢を広げていく必要があります（ ）。 

《施策目標及び具体的施策》 

① 県内雇用の確保と創出

  ア 働く場の創出
鹿児島にしごとをつくり，安心して働けるようにするため，鹿児島の特性を生かした付加価値の高
い産業の創出や地域産業の競争力強化に取り組むとともに，地域経済に付加価値を生み出す核となる

具体的施策 具体的施策の概要 担当課等 

新たな起業家の育成支
援 

新たな雇用の創出や，若者・女性の活躍の場の拡大，地域活性化
を図るため，創業を志す者や創業後間もない事業者に対して，創業
初期の負担軽減などの支援を行うとともに，地域への経済波及効
果が高い事業等の発掘及び育成等を実施 

産業立地課 

創業や新分野進出等に
取り組む製造業者への
支援 

創業や新たな分野への進出，規模拡大に取り組む中小製造業者
の経営計画の策定，研究開発，設備投資等を一貫して支援すること
で，雇用の確保や地域経済の活性化を促進 

産業立地課 

企業立地の促進 

本県の特性を生かした食品関連産業や電子，自動車関連産業を

値の高い次世代の基幹産業を担う企業の立地促進や立地企業の成
産業立地課 

農林水産業における担
い手の確保・育成 

本県農林水産業を支える担い手の確保・育成を図るため，情報の
提供や各種相談会の実施，現場における研修等を支援 

経営技術課 
森林経営課 
水産振興課 
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具体的施策 具体的施策の概要 担当課等 

観光産業の振興 
県内外で開催される大規模イベントや本県の魅力ある観光資源
を生かし，関係団体と連携しながら国内外からの誘客を促進する
ことにより，観光産業の振興を図る。 

観光課 

  イ 県内雇用の促進
結婚，妊娠・出産，子育ての各段階のいずれにおいても，就労を望む場合に，望むタイミングで望
む働き方ができるという希望がかなう環境を整備することが重要であることから，若年者等に対する
就職支援や，個々人の希望を踏まえた正社員化や処遇改善の促進，子どもを持ちながら働き続けるこ
とができるよう雇用を促進する取組を進めます。 

具体的施策 具体的施策の概要 担当課等 

若年者等に対する就職
支援 

・本県若年者等の就職支援のため，若者就職サポートセンターに
おいて，職業適性診断・指導やカウンセリング，各種支援セミ
ナーなどを実施 
・若年者等の県内企業への就職促進を図るため，経済団体や県内
企業等に対し，県内定着の推進に向けた取組を要請 
・国との連携による，新規学卒者や若年者を対象とした県内企業
合同説明会の実施や，県外進学者や県外就労者等を対象とした
ＵＩＪターンフェアの首都圏等での開催 

雇用労政課 

高校へのキャリアガイダンススタッフの配置による就労支援の 
充実 高校教育課 

女性に対する再就職支
援 

結婚・出産・子育て等により就労を中断し，再就職を希望する女
性を対象に，再就職に必要な知識等の習得のための研修を実施 

雇用労政課 

正社員化，処遇改善の
促進 

・非正規雇用労働者の処遇改善に取り組む事業主に対する各種支
援制度の普及・啓発 
・県立高等技術専門校等における職業訓練の実施 

雇用労政課 

かごしま故郷人財確
保・育成プロジェクト
の推進 

ふるさと鹿児島の人財確保・育成を図るため，これまでの取組に
加え，新たな視点として，鹿児島で働き，暮らすことのメリットの
啓発や，県内産業の魅力アップ，外国人材を含む人材確保のための
新たな仕組みづくりなどに，経済界や関係団体とも連携し，「オー

商工政策課 
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施策の方向及び基本施策と各計画の関係 

施策の方向及び基本施策 次世
代 

支援
法 保健 

子若
計画 

貧困
計画 寡婦 

放課
後 

1 結婚，妊娠・出産の希望を実現できる社会づくり 
(1) 総合的な結婚支援の推進 ○       
(2) 健やかな妊娠・出産への支援 ○  ○     
(3) 周産期医療・小児医療の提供体制の確保 ○  ○ ○    

２ 安心して子育てができる社会づくり 
(1) 社会全体で子育てを応援する気運の醸成 ○   ○    
(2) 地域における子育ての支援 ○ ○  ○   ○ 
(3) 保育士等の人材確保 ○ ○  ○   ○ 
(4) 子育ての経済的負担の軽減 ○ ○  ○    
(5) 子どもが安全で安心して暮らせる地域社会づくり ○   ○    

３ 子どもの夢や希望を実現する環境づくり 
(1) 知・徳・体の調和のとれた教育の推進 ○   ○    
(2) 安全で安心な学校づくり ○       
(3) 特別支援教育の充実 ○ ○ ○     
(4) 幼児教育の充実 ○ ○      
(5) 郷土教育の推進 ○   ○    
(6) 家庭教育の充実 ○       
(7) 次世代をリードする人材の育成    ○    

４ 子どもたちが未来に希望を持てる社会づくり 
(1) 児童虐待防止対策の充実 ○ ○  ○    
(2) 医療・食・教育で格差のない社会づくり ○   ○ ○   
(3) ○ ○    ○  
(4) 子ども・若者を育てる環境づくりの推進 ○   ○    
(5) 子ども・若者の社会的自立の支援    ○    
(6) 社会的養育の充実・強化 ○ ○  ○    

５ ライフスタイルに合わせた働き方ができる社会づくり 

(1) 
良好な雇用環境の整備とワーク・ライフ・バランスの推
進 

○   ○    

(2) 仕事と子育ての両立のための環境整備の促進 ○ ○  ○    
(3) 雇用の場の確保 ○       
※次世代：次世代育成支援対策推進法第9条第1項の規定に基づく「鹿児島県次世代育成支援行動計画」 
※支援法：子ども・子育て支援法第62条第1項の規定に基づく「鹿児島県子ども・子育て支援事業支援計画」 
※ ： 26年６月17

※子若計画：子ども・若者育成支援推進法に基づく「子ども・若者計画」 
※貧困計画：子どもの貧困対策の推進に関する法律に基づく「子どもの貧困対策計画」 
※
※放課後：新・放課後子ども総合プランに係る県行動計画 
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鹿児島の特徴を生かした子ども・子育ての取組 
鹿児島県では，本県の魅力や強みである様々な特徴を生かして，鹿児島らしい子ども・子育ての取組を進
めています。 

「優しく温もりのある地域社会」を生かした取組 
本県は，子どもや高齢者を対象としたボランティア活動を行う人の割合が全国の中でも上位であるな

的に取り組むＮＰＯ法人数は，人口当たり全国４位と高い水準にあります。 
このような中で，多様な主体が県内各地域において，子育て世代の交流の場の提供や育児相談，放課
後児童クラブの運営など，子ども・子育ての取組を進めています。 
子育て経験者による子育て支援の促進

かした子育て経験者による子育て支援等の取組を促進 
高齢者が行う子育て支援活動の促進
子育て支援活動に対するポイントを加算し，高齢者による子育て支援活動を促進 
子ども食堂の支援
子ども食堂の立ち上げ時の相談体制整備や開設支援を行うことによる設置促進を図るとともに，地
域における関係者の連携を促進。また，子ども食堂への理解を深め，気軽に参加し，幅広い支援が得
られるよう周知 

「教育的風土や伝統的な地域の教育力」を生かした取組 

出しました。今なお，このような幕末の混乱期に未来を切り拓いた若者を育てた教育的風土や，地域全
体で子どもたちを育てるという伝統的な地域の教育力が継承されています。 
かごしま地域塾

地域の縁
えにし
や地域社会に蓄積された様々な知恵を生かした異年齢集団での体験活動等の実施 

放課後子ども教室への支援
子どもたちの安心・安全な活動場所を確保し，地域と学校が連携・協働して学習や様々な体験・交
流活動を実施する放課後子ども教室への支援 
子ども会や公民館の活動支援
体験活動等を通し，郷土に誇りを持つとともに，社会性や自主性を持つ子どもを育む活動を行うあ
いご会などの子ども育成 活動等を支援 
かごしま青年塾
こ
の研修等を通して，次世代鹿児島の地域を支えるリーダーを育成 
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「豊かな自然，個性ある歴史と多彩な文化」を生かした取組 

世紀には，反射炉や各種工場の建設や英国への留学生派遣などを行い，明治維新を中心に，鹿児
島は，当時の日本をリードする大きな力を持つようになり，新しい国家を樹立する原動力となりました。 
また，本県は，いわゆる大和文化圏と琉球文化圏との接点であったことも影響し，個性豊かな祭礼行

このような自然，歴史，文化の保全を図るとともに，子どもたちの理解と認識を深め，心豊かに育つ
環境づくりを進めます。 
山村留学受入れの支援
豊かな自然や地理的特性を生かし，県内外からの山村留学受入を支援 
自然体験活動の推進

年社会教育施設等を利用した自然体験や生活体験を実施 
歴史，文化遺産の周知・活用の推進
郷土の理解と認識の醸成及びその活用による学習機会の充実 
歴史を生かした青少年相互交流

や，友好協定を締結している英国のロンドン・カムデン区と

明治維新
による相互交流 

「成長著しいアジアに近接した地理的優位性」を生かした取組 

さらに
い分野での交流実績を有しています。 
この地理的優位性を生かし，様々な交流を行うことにより，国際的な視野を持った人材の育成を図り
ます。 
直行便で結ばれているアジアの主要都市との交流
アジア経済圏の主要都市であり，本県と国際定期路線が就航しているソウル，上海，台北に大学生・
社会人を派遣し，現地若手企業人との交流や経済活動の現場体験等を実施 
香港・シンガポールとの交流

中国の大学との交流
本県と包括協定を締結している中国の清華大学への県内大学生の留学派遣 
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SDGｓ（持続可能な開発目標）との関係 
持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）とは，2015（平成27）年９月の国連サミットで採択された「持続可
能な開発のための2030アジェンダ」の中核をなすものであり，2030（令和12）年までに，実行，達成す
べき事項が整理されています。 
ＳＤＧｓは「『誰一人取り残さない』持続可能で多様性と包摂性のある社会の実現」を目指しており，
持続可能な世界を実現するため，発展途上国のみならず，先進国自身が取り組むユニバーサル（普遍的）
なものであり，17のゴールと169のターゲット，232の指標が定められています。 
ＳＤＧｓは「かごしま子ども未来プラン２０２０」の施策とも，方向性を同じくするものであり，本計
画は，以下のとおり，ＳＤＧｓの「１ 貧困をなくそう」「３ すべての人に健康と福祉を」「４ 質の高
い教育をみんなに」など，9のゴールに関連しています。 
そのため，本計画に沿って具体的施策に取り組むことは，ＳＤＧｓの目標達成にもつながります。

本計画の「施策の方向」 SDGs

1 
結婚，妊娠・出産の希望を実現できる社
会づくり 

2 安心して子育てができる社会づくり 

3 子どもの夢や希望を実現する環境づくり 

4 
子どもたちが未来に希望を持てる社会づ
くり 

5 
ライフスタイルに合わせた働き方ができ
る社会づくり 
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子ども・子育て支援新制度の推進
区域の設定 
趣旨 
計画においては，教育・保育の量の見込み（需要量）と実施しようとする教育・保育の提供方法と実
施時期（確保方策）を定める単位となる区域を設定することになっています。 
設定に当たっては，市町村が定める教育・保育提供区域を勘案し，広域利用等の実態を踏まえること
となっており，この区域が，教育・保育施設の認可，認定の際に行われる需給調整の判断断基準となり
ます。 
内容 
市町村が定める教育・保育提供区域を勘案し広域利用等の実態を踏まえた結果，県設定区域は市町村
単位とします。 
具体的には，以下の 区域です。 
鹿児島市地域（鹿児島市) ) 
鹿屋市地域（鹿屋市) 湧水町地域（湧水町) 
枕崎市地域（枕崎市) 大崎町地域（大崎町) 
阿久根市地域（阿久根市) 東串良町地域（東串良町) 
出水市地域（出水市) 錦江町地域（錦江町) 
指宿市地域（指宿市) 南大隅町地域（南大隅町) 

) 肝付町地域（肝付町) 
垂水市地域（垂水市) 中種子町地域（中種子町) 
薩摩川内市地域（薩摩川内市) 南種子町地域（南種子町) 
日置市地域（日置市) 屋久島町地域（屋久島町) 
曽於市地域（曽於市) 大和村地域（大和村) 
霧島市地域（霧島市) 宇検村地域（宇検村) 
いちき串木野市地域（いちき串木野市) ) 
南さつま市地域（南さつま市) 龍郷町地域（龍郷町) 
志布志市地域（志布志市) 喜界町地域（喜界町) 
奄美市地域（奄美市) 徳之島町地域（徳之島町) 
南九州市地域（南九州市) 天城町地域（天城町) 
伊佐市地域（伊佐市) 伊仙町地域（伊仙町) 
姶良市地域（姶良市) 和泊町地域（和泊町) 
三島村地域（三島村) 知名町地域（知名町) 
十島村地域（十島村) 与論町地域（与論町) 
さつま町地域（さつま町) 



第６章 子ども・子育て支援新制度の推進 ２ 各年度における県設定区域ごとの教育・保育の量の
見込み及び確保方策

各年度における県設定区域ごとの教育・保育の量の見込み及び確保方策 
市町村と調整，協議を行い，別表のとおりとします。 
保育については「子育て安心プラン」に基づき， （令和 ）年度末まで，その他については （令
和６）年度末までに区域ごとの教育・保育の量の見込みに対応する確保方策を設定しています。 

各区域 

鹿児島市区域
１年目（令和２年度） ２年目（令和３年度） 

号認定 号認定 計 号認定 号認定 計 号認定 うち 号認定
保育ニーズ 号認定 うち 号認定

保育ニーズ
①量の見込み  
②確保方策 
② ― ① 

３年目（令和４年度） ４年目（令和５年度） 

号認定 号認定 計 号認定 号認定 計 号認定 うち 号認定
保育ニーズ 号認定 うち 号認定

保育ニーズ
①量の見込み 
②確保方策 
② ― ① 

年目（令和６年度）     

号認定 号認定 計 県で定める数   号認定 うち 号認定
保育ニーズ

①量の見込み      号認定子ども  
②確保方策      号認定子ども  
② ― ①      号認定子ども  
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鹿屋市区域
１年目（令和２年度） ２年目（令和３年度） 

号認定 号認定 計 号認定 号認定 計 号認定 うち 号認定
保育ニーズ 号認定 うち 号認定

保育ニーズ
①量の見込み  
②確保方策 
② ― ① 

３年目（令和４年度） ４年目（令和５年度） 

号認定 号認定 計 号認定 号認定 計 号認定 うち 号認定
保育ニーズ 号認定 うち 号認定

保育ニーズ
①量の見込み 
②確保方策 
② ― ① 

年目（令和６年度）     

号認定 号認定 計 県で定める数   号認定 うち 号認定
保育ニーズ

①量の見込み      号認定子ども  
②確保方策      号認定子ども  
② ― ①      号認定子ども  

枕崎市区域
１年目（令和２年度） ２年目（令和３年度） 

号認定 号認定 計 号認定 号認定 計 号認定 うち 号認定
保育ニーズ 号認定 うち 号認定

保育ニーズ
①量の見込み  
②確保方策 
② ― ① 

３年目（令和４年度） ４年目（令和５年度） 

号認定 号認定 計 号認定 号認定 計 号認定 うち 号認定
保育ニーズ 号認定 うち 号認定

保育ニーズ
①量の見込み 
②確保方策 
② ― ① 

年目（令和６年度）     

号認定 号認定 計 県で定める数   号認定 うち 号認定
保育ニーズ

①量の見込み      号認定子ども  
②確保方策      号認定子ども  
② ― ①      号認定子ども  
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阿久根市区域
１年目（令和２年度） ２年目（令和３年度） 

号認定 号認定 計 号認定 号認定 計 号認定 うち 号認定
保育ニーズ 号認定 うち 号認定

保育ニーズ
①量の見込み  
②確保方策 
② ― ① 

３年目（令和４年度） ４年目（令和５年度） 

号認定 号認定 計 号認定 号認定 計 号認定 うち 号認定
保育ニーズ 号認定 うち 号認定

保育ニーズ
①量の見込み 
②確保方策 
② ― ① 

年目（令和６年度）     

号認定 号認定 計 県で定める数   号認定 うち 号認定
保育ニーズ

①量の見込み      号認定子ども  
②確保方策      号認定子ども  
② ― ①      号認定子ども  

出水市区域
１年目（令和２年度） ２年目（令和３年度） 

号認定 号認定 計 号認定 号認定 計 号認定 うち 号認定
保育ニーズ 号認定 うち 号認定

保育ニーズ
①量の見込み  
②確保方策 
② ― ① 

３年目（令和４年度） ４年目（令和５年度） 

号認定 号認定 計 号認定 号認定 計 号認定 うち 号認定
保育ニーズ 号認定 うち 号認定

保育ニーズ
①量の見込み 
②確保方策 
② ― ① 

年目（令和６年度）     

号認定 号認定 計 県で定める数   号認定 うち 号認定
保育ニーズ

①量の見込み      号認定子ども  
②確保方策      号認定子ども  
② ― ①      号認定子ども  
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指宿市区域
１年目（令和２年度） ２年目（令和３年度） 

号認定 号認定 計 号認定 号認定 計 号認定 うち 号認定
保育ニーズ 号認定 うち 号認定

保育ニーズ
①量の見込み  
②確保方策 
② ― ① 

３年目（令和４年度） ４年目（令和５年度） 

号認定 号認定 計 号認定 号認定 計 号認定 うち 号認定
保育ニーズ 号認定 うち 号認定

保育ニーズ
①量の見込み 
②確保方策 
② ― ① 

年目（令和６年度）     

号認定 号認定 計 県で定める数   号認定 うち 号認定
保育ニーズ

①量の見込み      号認定子ども  
②確保方策      号認定子ども  
② ― ①      号認定子ども  

西之表市区域
１年目（令和２年度） ２年目（令和３年度） 

号認定 号認定 計 号認定 号認定 計 号認定 うち 号認定
保育ニーズ 号認定 うち 号認定

保育ニーズ
①量の見込み  
②確保方策 
② ― ① 

３年目（令和４年度） ４年目（令和５年度） 

号認定 号認定 計 号認定 号認定 計 号認定 うち 号認定
保育ニーズ 号認定 うち 号認定

保育ニーズ
①量の見込み 
②確保方策 
② ― ① 

年目（令和６年度）     

号認定 号認定 計 県で定める数   号認定 うち 号認定
保育ニーズ

①量の見込み      号認定子ども  
②確保方策      号認定子ども  
② ― ①      号認定子ども  
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垂水市区域
１年目（令和２年度） ２年目（令和３年度） 

号認定 号認定 計 号認定 号認定 計 号認定 うち 号認定
保育ニーズ 号認定 うち 号認定

保育ニーズ
①量の見込み  
②確保方策 
② ― ① 

３年目（令和４年度） ４年目（令和５年度） 

号認定 号認定 計 号認定 号認定 計 号認定 うち 号認定
保育ニーズ 号認定 うち 号認定

保育ニーズ
①量の見込み 
②確保方策 
② ― ① 

年目（令和６年度）     

号認定 号認定 計 県で定める数   号認定 うち 号認定
保育ニーズ

①量の見込み      号認定子ども  
②確保方策      号認定子ども  
② ― ①      号認定子ども  

薩摩川内市区域
１年目（令和２年度） ２年目（令和３年度） 

号認定 号認定 計 号認定 号認定 計 号認定 うち 号認定
保育ニーズ 号認定 うち 号認定

保育ニーズ
①量の見込み  
②確保方策 
② ― ① 

３年目（令和４年度） ４年目（令和５年度） 

号認定 号認定 計 号認定 号認定 計 号認定 うち 号認定
保育ニーズ 号認定 うち 号認定

保育ニーズ
①量の見込み 
②確保方策 
② ― ① 

年目（令和６年度）     

号認定 号認定 計 県で定める数   号認定 うち 号認定
保育ニーズ

①量の見込み      号認定子ども  
②確保方策      号認定子ども  
② ― ①      号認定子ども  
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日置市区域
１年目（令和２年度） ２年目（令和３年度） 

号認定 号認定 計 号認定 号認定 計 号認定 うち 号認定
保育ニーズ 号認定 うち 号認定

保育ニーズ
①量の見込み  
②確保方策 
② ― ① 

３年目（令和４年度） ４年目（令和５年度） 

号認定 号認定 計 号認定 号認定 計 号認定 うち 号認定
保育ニーズ 号認定 うち 号認定

保育ニーズ
①量の見込み 
②確保方策 
② ― ① 

年目（令和６年度）     

号認定 号認定 計 県で定める数   号認定 うち 号認定
保育ニーズ

①量の見込み      号認定子ども  
②確保方策      号認定子ども  
② ― ①      号認定子ども  

曽於市区域
１年目（令和２年度） ２年目（令和３年度） 

号認定 号認定 計 号認定 号認定 計 号認定 うち 号認定
保育ニーズ 号認定 うち 号認定

保育ニーズ
①量の見込み  
②確保方策 
② ― ① 

３年目（令和４年度） ４年目（令和５年度） 

号認定 号認定 計 号認定 号認定 計 号認定 うち 号認定
保育ニーズ 号認定 うち 号認定

保育ニーズ
①量の見込み 
②確保方策 
② ― ① 

年目（令和６年度）     

号認定 号認定 計 県で定める数   号認定 うち 号認定
保育ニーズ

①量の見込み      号認定子ども  
②確保方策      号認定子ども  
② ― ①      号認定子ども  
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霧島市区域
１年目（令和２年度） ２年目（令和３年度） 

号認定 号認定 計 号認定 号認定 計 号認定 うち 号認定
保育ニーズ 号認定 うち 号認定

保育ニーズ
①量の見込み  
②確保方策 
② ― ① 

３年目（令和４年度） ４年目（令和５年度） 

号認定 号認定 計 号認定 号認定 計 号認定 うち 号認定
保育ニーズ 号認定 うち 号認定

保育ニーズ
①量の見込み 
②確保方策 
② ― ① 

年目（令和６年度）     

号認定 号認定 計 県で定める数   号認定 うち 号認定
保育ニーズ

①量の見込み      号認定子ども  
②確保方策      号認定子ども  
② ― ①      号認定子ども  

いちき串木野市区域
１年目（令和２年度） ２年目（令和３年度） 

号認定 号認定 計 号認定 号認定 計 号認定 うち 号認定
保育ニーズ 号認定 うち 号認定

保育ニーズ
①量の見込み  
②確保方策 
② ― ① 

３年目（令和４年度） ４年目（令和５年度） 

号認定 号認定 計 号認定 号認定 計 号認定 うち 号認定
保育ニーズ 号認定 うち 号認定

保育ニーズ
①量の見込み 
②確保方策 
② ― ① 

年目（令和６年度）     

号認定 号認定 計 県で定める数   号認定 うち 号認定
保育ニーズ

①量の見込み      号認定子ども  
②確保方策      号認定子ども  
② ― ①      号認定子ども  



第６章 子ども・子育て支援新制度の推進 ２ 各年度における県設定区域ごとの教育・保育の量の
見込み及び確保方策

南さつま市区域
１年目（令和２年度） ２年目（令和３年度） 

号認定 号認定 計 号認定 号認定 計 号認定 うち 号認定
保育ニーズ 号認定 うち 号認定

保育ニーズ
①量の見込み  
②確保方策 
② ― ① 

３年目（令和４年度） ４年目（令和５年度） 

号認定 号認定 計 号認定 号認定 計 号認定 うち 号認定
保育ニーズ 号認定 うち 号認定

保育ニーズ
①量の見込み 
②確保方策 
② ― ① 

年目（令和６年度）     

号認定 号認定 計 県で定める数   号認定 うち 号認定
保育ニーズ

①量の見込み      号認定子ども  
②確保方策      号認定子ども  
② ― ①      号認定子ども  

志布志市区域
１年目（令和２年度） ２年目（令和３年度） 

号認定 号認定 計 号認定 号認定 計 号認定 うち 号認定
保育ニーズ 号認定 うち 号認定

保育ニーズ
①量の見込み  
②確保方策 
② ― ① 

３年目（令和４年度） ４年目（令和５年度） 

号認定 号認定 計 号認定 号認定 計 号認定 うち 号認定
保育ニーズ 号認定 うち 号認定

保育ニーズ
①量の見込み 
②確保方策 
② ― ① 

年目（令和６年度）     

号認定 号認定 計 県で定める数   号認定 うち 号認定
保育ニーズ

①量の見込み      号認定子ども  
②確保方策      号認定子ども  
② ― ①      号認定子ども  
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奄美市区域
１年目（令和２年度） ２年目（令和３年度） 

号認定 号認定 計 号認定 号認定 計 号認定 うち 号認定
保育ニーズ 号認定 うち 号認定

保育ニーズ
①量の見込み  
②確保方策 
② ― ① 

３年目（令和４年度） ４年目（令和５年度） 

号認定 号認定 計 号認定 号認定 計 号認定 うち 号認定
保育ニーズ 号認定 うち 号認定

保育ニーズ
①量の見込み 
②確保方策 
② ― ① 

年目（令和６年度）     

号認定 号認定 計 県で定める数   号認定 うち 号認定
保育ニーズ

①量の見込み      号認定子ども  
②確保方策      号認定子ども  
② ― ①      号認定子ども  

南九州市区域
１年目（令和２年度） ２年目（令和３年度） 

号認定 号認定 計 号認定 号認定 計 号認定 うち 号認定
保育ニーズ 号認定 うち 号認定

保育ニーズ
①量の見込み  
②確保方策 
② ― ① 

３年目（令和４年度） ４年目（令和５年度） 

号認定 号認定 計 号認定 号認定 計 号認定 うち 号認定
保育ニーズ 号認定 うち 号認定

保育ニーズ
①量の見込み 
②確保方策 
② ― ① 

年目（令和６年度）     

号認定 号認定 計 県で定める数   号認定 うち 号認定
保育ニーズ

①量の見込み      号認定子ども  
②確保方策      号認定子ども  
② ― ①      号認定子ども  
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伊佐市区域
１年目（令和２年度） ２年目（令和３年度） 

号認定 号認定 計 号認定 号認定 計 号認定 うち 号認定
保育ニーズ 号認定 うち 号認定

保育ニーズ
①量の見込み  
②確保方策 
② ― ① 

３年目（令和４年度） ４年目（令和５年度） 

号認定 号認定 計 号認定 号認定 計 号認定 うち 号認定
保育ニーズ 号認定 うち 号認定

保育ニーズ
①量の見込み 
②確保方策 
② ― ① 

年目（令和６年度）     

号認定 号認定 計 県で定める数   号認定 うち 号認定
保育ニーズ

①量の見込み      号認定子ども  
②確保方策      号認定子ども  
② ― ①      号認定子ども  

姶良市区域
１年目（令和２年度） ２年目（令和３年度） 

号認定 号認定 計 号認定 号認定 計 号認定 うち 号認定
保育ニーズ 号認定 うち 号認定

保育ニーズ
①量の見込み  
②確保方策 
② ― ① 

３年目（令和４年度） ４年目（令和５年度） 

号認定 号認定 計 号認定 号認定 計 号認定 うち 号認定
保育ニーズ 号認定 うち 号認定

保育ニーズ
①量の見込み 
②確保方策 
② ― ① 

年目（令和６年度）     

号認定 号認定 計 県で定める数   号認定 うち 号認定
保育ニーズ

①量の見込み      号認定子ども  
②確保方策      号認定子ども  
② ― ①      号認定子ども  
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三島村区域
１年目（令和２年度） ２年目（令和３年度） 

号認定 号認定 計 号認定 号認定 計 号認定 うち 号認定
保育ニーズ 号認定 うち 号認定

保育ニーズ
①量の見込み  
②確保方策 
② ― ① 

３年目（令和４年度） ４年目（令和５年度） 

号認定 号認定 計 号認定 号認定 計 号認定 うち 号認定
保育ニーズ 号認定 うち 号認定

保育ニーズ
①量の見込み 
②確保方策 
② ― ① 

年目（令和６年度）     

号認定 号認定 計 県で定める数   号認定 うち 号認定
保育ニーズ

①量の見込み      号認定子ども  
②確保方策      号認定子ども  
② ― ①      号認定子ども  

 十島村区域
１年目（令和２年度） ２年目（令和３年度） 

号認定 号認定 計 号認定 号認定 計 号認定 うち 号認定
保育ニーズ 号認定 うち 号認定

保育ニーズ
①量の見込み  
②確保方策 
② ― ① 

３年目（令和４年度） ４年目（令和５年度） 

号認定 号認定 計 号認定 号認定 計 号認定 うち 号認定
保育ニーズ 号認定 うち 号認定

保育ニーズ
①量の見込み 
②確保方策 
② ― ① 

年目（令和６年度）     

号認定 号認定 計 県で定める数   号認定 うち 号認定
保育ニーズ

①量の見込み      号認定子ども  
②確保方策      号認定子ども  
② ― ①      号認定子ども  
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 さつま町区域
１年目（令和２年度） ２年目（令和３年度） 

2号認定 3号認定 計 2号認定 3号認定 計 1号認定 うち2号認定
(保育ニーズ) 1号認定 うち2号認定(保育ニーズ) 

①量の見込み  
②確保方策 
② ― ① 

３年目（令和４年度） ４年目（令和５年度） 

2号認定 3号認定 計 2号認定 3号認定 計 1号認定 うち2号認定(保育ニーズ) 1号認定 うち2号認定(保育ニーズ) 
①量の見込み 
②確保方策 
② ― ① 

5年目（令和６年度）     

2号認定 3号認定 計 県で定める数   1号認定 うち2号認定
(保育ニーズ) 

①量の見込み      1 号認定子ども  
②確保方策      2 号認定子ども  
② ― ①      3 号認定子ども  

 長島町区域
１年目（令和２年度） ２年目（令和３年度） 

2号認定 3号認定 計 2号認定 3号認定 計 1号認定 うち2号認定
(保育ニーズ) 1号認定 うち2号認定(保育ニーズ) 

①量の見込み  
②確保方策 
② ― ① 

３年目（令和４年度） ４年目（令和５年度） 

2号認定 3号認定 計 2号認定 3号認定 計 1号認定 うち2号認定(保育ニーズ) 1号認定 うち2号認定(保育ニーズ) 
①量の見込み 
②確保方策 
② ― ① 

5年目（令和６年度）     

2号認定 3号認定 計 県で定める数   1号認定 うち2号認定
(保育ニーズ) 

①量の見込み      1 号認定子ども  
②確保方策      2 号認定子ども  
② ― ①      3 号認定子ども  
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 湧水町区域
１年目（令和２年度） ２年目（令和３年度） 

2号認定 3号認定 計 2号認定 3号認定 計 1号認定 うち2号認定
(保育ニーズ) 1号認定 うち2号認定(保育ニーズ) 

①量の見込み  
②確保方策 
② ― ① 

３年目（令和４年度） ４年目（令和５年度） 

2号認定 3号認定 計 2号認定 3号認定 計 1号認定 うち2号認定(保育ニーズ) 1号認定 うち2号認定(保育ニーズ) 
①量の見込み 
②確保方策 
② ― ① 

5年目（令和６年度）     

2号認定 3号認定 計 県で定める数   1号認定 うち2号認定
(保育ニーズ) 

①量の見込み      1 号認定子ども  
②確保方策      2 号認定子ども  
② ― ①      3 号認定子ども  

 大崎町区域
１年目（令和２年度） ２年目（令和３年度） 

2号認定 3号認定 計 2号認定 3号認定 計 1号認定 うち2号認定
(保育ニーズ) 1号認定 うち2号認定(保育ニーズ) 

①量の見込み  
②確保方策 
② ― ① 

３年目（令和４年度） ４年目（令和５年度） 

2号認定 3号認定 計 2号認定 3号認定 計 1号認定 うち2号認定(保育ニーズ) 1号認定 うち2号認定(保育ニーズ) 
①量の見込み 
②確保方策 
② ― ① 

5年目（令和６年度）     

2号認定 3号認定 計 県で定める数   1号認定 うち2号認定
(保育ニーズ) 

①量の見込み      1 号認定子ども  
②確保方策      2 号認定子ども  
② ― ①      3 号認定子ども  
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 東串良町区域
１年目（令和２年度） ２年目（令和３年度） 

2号認定 3号認定 計 2号認定 3号認定 計 1号認定 うち2号認定
(保育ニーズ) 1号認定 うち2号認定(保育ニーズ) 

①量の見込み  
②確保方策 
② ― ① 

３年目（令和４年度） ４年目（令和５年度） 

2号認定 3号認定 計 2号認定 3号認定 計 1号認定 うち2号認定(保育ニーズ) 1号認定 うち2号認定(保育ニーズ) 
①量の見込み 
②確保方策 
② ― ① 

5年目（令和６年度）     

2号認定 3号認定 計 県で定める数   1号認定 うち2号認定
(保育ニーズ) 

①量の見込み      1 号認定子ども  
②確保方策      2 号認定子ども  
② ― ①      3 号認定子ども  

 錦江町区域
１年目（令和２年度） ２年目（令和３年度） 

2号認定 3号認定 計 2号認定 3号認定 計 1号認定 うち2号認定
(保育ニーズ) 1号認定 うち2号認定(保育ニーズ) 

①量の見込み  
②確保方策 
② ― ① 

３年目（令和４年度） ４年目（令和５年度） 

2号認定 3号認定 計 2号認定 3号認定 計 1号認定 うち2号認定(保育ニーズ) 1号認定 うち2号認定(保育ニーズ) 
①量の見込み 
②確保方策 
② ― ① 

5年目（令和６年度）     

2号認定 3号認定 計 県で定める数   1号認定 うち2号認定
(保育ニーズ) 

①量の見込み      1 号認定子ども  
②確保方策      2 号認定子ども  
② ― ①      3 号認定子ども  
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 南大隅町区域
１年目（令和２年度） ２年目（令和３年度） 

2号認定 3号認定 計 2号認定 3号認定 計 1号認定 うち2号認定
(保育ニーズ) 1号認定 うち2号認定(保育ニーズ) 

①量の見込み  
②確保方策 
② ― ① 

３年目（令和４年度） ４年目（令和５年度） 

2号認定 3号認定 計 2号認定 3号認定 計 1号認定 うち2号認定(保育ニーズ) 1号認定 うち2号認定(保育ニーズ) 
①量の見込み 
②確保方策 
② ― ① 

5年目（令和６年度）     

2号認定 3号認定 計 県で定める数   1号認定 うち2号認定
(保育ニーズ) 

①量の見込み      1 号認定子ども  
②確保方策      2 号認定子ども  
② ― ①      3 号認定子ども  

 肝付町区域
１年目（令和２年度） ２年目（令和３年度） 

2号認定 3号認定 計 2号認定 3号認定 計 1号認定 うち2号認定
(保育ニーズ) 1号認定 うち2号認定(保育ニーズ) 

①量の見込み  
②確保方策 
② ― ① 

３年目（令和４年度） ４年目（令和５年度） 

2号認定 3号認定 計 2号認定 3号認定 計 1号認定 うち2号認定(保育ニーズ) 1号認定 うち2号認定(保育ニーズ) 
①量の見込み 
②確保方策 
② ― ① 

5年目（令和６年度）     

2号認定 3号認定 計 県で定める数   1号認定 うち2号認定
(保育ニーズ) 

①量の見込み      1 号認定子ども  
②確保方策      2 号認定子ども  
② ― ①      3 号認定子ども  
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 中種子町区域
１年目（令和２年度） ２年目（令和３年度） 

2号認定 3号認定 計 2号認定 3号認定 計 1号認定 うち2号認定
(保育ニーズ) 1号認定 うち2号認定(保育ニーズ) 

①量の見込み  
②確保方策 
② ― ① 

３年目（令和４年度） ４年目（令和５年度） 

2号認定 3号認定 計 2号認定 3号認定 計 1号認定 うち2号認定(保育ニーズ) 1号認定 うち2号認定(保育ニーズ) 
①量の見込み 
②確保方策 
② ― ① 

5年目（令和６年度）     

2号認定 3号認定 計 県で定める数   1号認定 うち2号認定
(保育ニーズ) 

①量の見込み      1 号認定子ども  
②確保方策      2 号認定子ども  
② ― ①      3 号認定子ども  

 南種子町区域
１年目（令和２年度） ２年目（令和３年度） 

2号認定 3号認定 計 2号認定 3号認定 計 1号認定 うち2号認定
(保育ニーズ) 1号認定 うち2号認定(保育ニーズ) 

①量の見込み  
②確保方策 
② ― ① 

３年目（令和４年度） ４年目（令和５年度） 

2号認定 3号認定 計 2号認定 3号認定 計 1号認定 うち2号認定(保育ニーズ) 1号認定 うち2号認定(保育ニーズ) 
①量の見込み 
②確保方策 
② ― ① 

5年目（令和６年度）     

2号認定 3号認定 計 県で定める数   1号認定 うち2号認定
(保育ニーズ) 

①量の見込み      1 号認定子ども  
②確保方策      2 号認定子ども  
② ― ①      3 号認定子ども  
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 屋久島町区域
１年目（令和２年度） ２年目（令和３年度） 

2号認定 3号認定 計 2号認定 3号認定 計 1号認定 うち2号認定
(保育ニーズ) 1号認定 うち2号認定(保育ニーズ) 

①量の見込み  
②確保方策 
② ― ① 

３年目（令和４年度） ４年目（令和５年度） 

2号認定 3号認定 計 2号認定 3号認定 計 1号認定 うち2号認定(保育ニーズ) 1号認定 うち2号認定(保育ニーズ) 
①量の見込み 
②確保方策 
② ― ① 

5年目（令和６年度）     

2号認定 3号認定 計 県で定める数   1号認定 うち2号認定
(保育ニーズ) 

①量の見込み      1 号認定子ども  
②確保方策      2 号認定子ども  
② ― ①      3 号認定子ども  

 大和村区域
１年目（令和２年度） ２年目（令和３年度） 

2号認定 3号認定 計 2号認定 3号認定 計 1号認定 うち2号認定
(保育ニーズ) 1号認定 うち2号認定(保育ニーズ) 

①量の見込み  
②確保方策 
② ― ① 

３年目（令和４年度） ４年目（令和５年度） 

2号認定 3号認定 計 2号認定 3号認定 計 1号認定 うち2号認定(保育ニーズ) 1号認定 うち2号認定(保育ニーズ) 
①量の見込み 
②確保方策 
② ― ① 

5年目（令和６年度）     

2号認定 3号認定 計 県で定める数   1号認定 うち2号認定
(保育ニーズ) 

①量の見込み      1 号認定子ども  
②確保方策      2 号認定子ども  
② ― ①      3 号認定子ども  
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 宇検村区域
１年目（令和２年度） ２年目（令和３年度） 

2号認定 3号認定 計 2号認定 3号認定 計 1号認定 うち2号認定
(保育ニーズ) 1号認定 うち2号認定(保育ニーズ) 

①量の見込み  
②確保方策 
② ― ① 

３年目（令和４年度） ４年目（令和５年度） 

2号認定 3号認定 計 2号認定 3号認定 計 1号認定 うち2号認定(保育ニーズ) 1号認定 うち2号認定(保育ニーズ) 
①量の見込み 
②確保方策 
② ― ① 

5年目（令和６年度）     

2号認定 3号認定 計 県で定める数   1号認定 うち2号認定
(保育ニーズ) 

①量の見込み      1 号認定子ども  
②確保方策      2 号認定子ども  
② ― ①      3 号認定子ども  

 瀬戸内町区域
１年目（令和２年度） ２年目（令和３年度） 

2号認定 3号認定 計 2号認定 3号認定 計 1号認定 うち2号認定
(保育ニーズ) 1号認定 うち2号認定(保育ニーズ) 

①量の見込み  
②確保方策 
② ― ① 

３年目（令和４年度） ４年目（令和５年度） 

2号認定 3号認定 計 2号認定 3号認定 計 1号認定 うち2号認定(保育ニーズ) 1号認定 うち2号認定(保育ニーズ) 
①量の見込み 
②確保方策 
② ― ① 

5年目（令和６年度）     

2号認定 3号認定 計 県で定める数   1号認定 うち2号認定
(保育ニーズ) 

①量の見込み      1 号認定子ども  
②確保方策      2 号認定子ども  
② ― ①      3 号認定子ども  
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 龍郷町区域
１年目（令和２年度） ２年目（令和３年度） 

2号認定 3号認定 計 2号認定 3号認定 計 1号認定 うち2号認定
(保育ニーズ) 1号認定 うち2号認定(保育ニーズ) 

①量の見込み  
②確保方策 
② ― ① 

３年目（令和４年度） ４年目（令和５年度） 

2号認定 3号認定 計 2号認定 3号認定 計 1号認定 うち2号認定(保育ニーズ) 1号認定 うち2号認定(保育ニーズ) 
①量の見込み 
②確保方策 
② ― ① 

5年目（令和６年度）     

2号認定 3号認定 計 県で定める数   1号認定 うち2号認定
(保育ニーズ) 

①量の見込み      1 号認定子ども  
②確保方策      2 号認定子ども  
② ― ①      3 号認定子ども  

 喜界町区域
１年目（令和２年度） ２年目（令和３年度） 

2号認定 3号認定 計 2号認定 3号認定 計 1号認定 うち2号認定
(保育ニーズ) 1号認定 うち2号認定(保育ニーズ) 

①量の見込み  
②確保方策 
② ― ① 

３年目（令和４年度） ４年目（令和５年度） 

2号認定 3号認定 計 2号認定 3号認定 計 1号認定 うち2号認定(保育ニーズ) 1号認定 うち2号認定(保育ニーズ) 
①量の見込み 
②確保方策 
② ― ① 

5年目（令和６年度）     

2号認定 3号認定 計 県で定める数   1号認定 うち2号認定
(保育ニーズ) 

①量の見込み      1 号認定子ども  
②確保方策      2 号認定子ども  
② ― ①      3 号認定子ども  
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 徳之島町区域
１年目（令和２年度） ２年目（令和３年度） 

2号認定 3号認定 計 2号認定 3号認定 計 1号認定 うち2号認定
(保育ニーズ) 1号認定 うち2号認定(保育ニーズ) 

①量の見込み  
②確保方策 
② ― ① 

３年目（令和４年度） ４年目（令和５年度） 

2号認定 3号認定 計 2号認定 3号認定 計 1号認定 うち2号認定(保育ニーズ) 1号認定 うち2号認定(保育ニーズ) 
①量の見込み 
②確保方策 
② ― ① 

5年目（令和６年度）     

2号認定 3号認定 計 県で定める数   1号認定 うち2号認定
(保育ニーズ) 

①量の見込み      1 号認定子ども  
②確保方策      2 号認定子ども  
② ― ①      3 号認定子ども  

 天城町区域
１年目（令和２年度） ２年目（令和３年度） 

2号認定 3号認定 計 2号認定 3号認定 計 1号認定 うち2号認定
(保育ニーズ) 1号認定 うち2号認定(保育ニーズ) 

①量の見込み  
②確保方策 
② ― ① 

３年目（令和４年度） ４年目（令和５年度） 

2号認定 3号認定 計 2号認定 3号認定 計 1号認定 うち2号認定(保育ニーズ) 1号認定 うち2号認定(保育ニーズ) 
①量の見込み 
②確保方策 
② ― ① 

5年目（令和６年度）     

2号認定 3号認定 計 県で定める数   1号認定 うち2号認定
(保育ニーズ) 

①量の見込み      1 号認定子ども  
②確保方策      2 号認定子ども  
② ― ①      3 号認定子ども  
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 伊仙町区域
１年目（令和２年度） ２年目（令和３年度） 

2号認定 3号認定 計 2号認定 3号認定 計 1号認定 うち2号認定
(保育ニーズ) 1号認定 うち2号認定(保育ニーズ) 

①量の見込み  
②確保方策 
② ― ① 

３年目（令和４年度） ４年目（令和５年度） 

2号認定 3号認定 計 2号認定 3号認定 計 1号認定 うち2号認定(保育ニーズ) 1号認定 うち2号認定(保育ニーズ) 
①量の見込み 
②確保方策 
② ― ① 

5年目（令和６年度）     

2号認定 3号認定 計 県で定める数   1号認定 うち2号認定
(保育ニーズ) 

①量の見込み      1 号認定子ども  
②確保方策      2 号認定子ども  
② ― ①      3 号認定子ども  

 和泊町区域
１年目（令和２年度） ２年目（令和３年度） 

2号認定 3号認定 計 2号認定 3号認定 計 1号認定 うち2号認定
(保育ニーズ) 1号認定 うち2号認定(保育ニーズ) 

①量の見込み  
②確保方策 
② ― ① 

３年目（令和４年度） ４年目（令和５年度） 

2号認定 3号認定 計 2号認定 3号認定 計 1号認定 うち2号認定(保育ニーズ) 1号認定 うち2号認定(保育ニーズ) 
①量の見込み 
②確保方策 
② ― ① 

5年目（令和６年度）     

2号認定 3号認定 計 県で定める数   1号認定 うち2号認定
(保育ニーズ) 

①量の見込み      1 号認定子ども  
②確保方策      2 号認定子ども  
② ― ①      3 号認定子ども  
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 知名町区域
１年目（令和２年度） ２年目（令和３年度） 

2号認定 3号認定 計 2号認定 3号認定 計 1号認定 うち2号認定
(保育ニーズ) 1号認定 うち2号認定(保育ニーズ) 

①量の見込み  
②確保方策 
② ― ① 

３年目（令和４年度） ４年目（令和５年度） 

2号認定 3号認定 計 2号認定 3号認定 計 1号認定 うち2号認定(保育ニーズ) 1号認定 うち2号認定(保育ニーズ) 
①量の見込み 
②確保方策 
② ― ① 

5年目（令和６年度）     

2号認定 3号認定 計 県で定める数   1号認定 うち2号認定
(保育ニーズ) 

①量の見込み      1 号認定子ども  
②確保方策      2 号認定子ども  
② ― ①      3 号認定子ども  

 与論町区域
１年目（令和２年度） ２年目（令和３年度） 

2号認定 3号認定 計 2号認定 3号認定 計 1号認定 うち2号認定
(保育ニーズ) 1号認定 うち2号認定(保育ニーズ) 

①量の見込み  
②確保方策 
② ― ① 

３年目（令和４年度） ４年目（令和５年度） 

2号認定 3号認定 計 2号認定 3号認定 計 1号認定 うち2号認定(保育ニーズ) 1号認定 うち2号認定(保育ニーズ) 
①量の見込み 
②確保方策 
② ― ① 

5年目（令和６年度）     

2号認定 3号認定 計 県で定める数   1号認定 うち2号認定
(保育ニーズ) 

①量の見込み      1 号認定子ども  
②確保方策      2 号認定子ども  
② ― ①      3 号認定子ども  
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県計（参考値） 
１年目（令和２年度） ２年目（令和３年度） 

号認定 号認定 計 号認定 号認定 計 号認定 うち 号認定
保育ニーズ 号認定 うち 号認定

保育ニーズ
①量の見込み  
②確保方策 
② ― ① 

３年目（令和４年度） ４年目（令和５年度） 

号認定 号認定 計 号認定 号認定 計 号認定 うち 号認定
保育ニーズ 号認定 うち 号認定

保育ニーズ
①量の見込み 
②確保方策 
② ― ① 

年目（令和６年度）     

号認定 号認定 計 県で定める数   号認定 うち 号認定
保育ニーズ

①量の見込み      号認定子ども  
②確保方策      号認定子ども  
② ― ①      号認定子ども  
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県の認可，認定に係る需給調整の考え方 
県設定区域ごとに判断をします。 
基本的考え方
区域ごとに，量の見込みと確保方策の状況に応じ，以下のとおり，認定こども園・保育所の認可・
設定を行います。 

量の見込み（需要） ＞ 供給（確保の状況） 
原則認可・認定 
（適格性・認可基準を満たす申請者である場
合） 

需要（量の見込み） ＜ 供給（確保の状況） 認可・認定しないことができる（ 需給調整） 

既存の幼稚園・保育所が認定こども園へ移行する場合
需要 ＋ 「県計画で定める数」 ＞ 供給 
→ 原則認可・認定（適格性・認可基準を満たす申請者） 

・この「県計画で定める数」は現在の施設の利用状況や認定こども園への移行に関する意向等を踏まえ
て設定します。 
・設定に当たっては県子ども・子育て支援会議の議論を通じて透明性を確保します。 

※ 鹿児島市内の認定こども園の認可及び認定については，中核市である鹿児島市に認可及び認定権限
があるため，鹿児島市の計画の中で定めることとなります。 



第６章 子ども・子育て支援新制度の推進 ３ 認定こども園における教育・保育の一体的提供と推
進体制

認定こども園における教育・保育の一体的提供と推進体制 
認定こども園の普及に係る基本的考え方 

認定こども園の普及
認定こども園については，幼稚園及び保育所の機能を併せ持ち，保護者の就労状況やその変化によ
らず柔軟に子どもを受け入れられる施設であること，また，地域の子育て支援も行う施設であること
から，地域の実情に応じその普及を図ります。 
幼稚園及び保育所から認定こども園への移行に必要な支援
幼稚園や保育所から認定こども園に移行する希望がある場合には，原則として認可・認定基準を満
たす限り，認可・認定を行うこととします。 
具体的には，教育・保育の供給量が需要量を上回る場合においても，各区域の需要量に別表に定め
る「県の定める数」を加えた数までは，認可・認定を行うこととします。 
また，移行に際し，施設整備が必要な場合には，補助事業の活用を図ります。 

教育・保育の必要性と推進方策 
子ども・子育て支援法は，「子ども・子育て支援給付その他の子ども及び子どもを養育している者に
必要な支援を行い とができる社会の実現に寄与する」
ことを目的としており，障害，疾病，虐待，貧困，家族の状況その他の事情により社会的な支援の必要
性が高い子どもやその家族を含め，全ての子どもや子育て家庭を対象とするものであり，その際それぞ
れの子供や家庭の状況に応じ，子育ての安心感や充実感を得られるような支援を行います。 
支援の実施主体である市町村は，質の高い教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業を計画的に実
施し，県は，市町村が行う子育てのための施設等利用給付の実施の確保並びに地域子ども・子育て支援
事業が適切，円滑に行われるよう必要な支援を行うとともに，子ども・子育て支援のうち，特に専門性
の高い施策や各市町村の区域を超えた広域的な対応が必要な施策を行います。 

認定こども園等と地域型保育事業を行う者の連携 
教育・保育施設である認定こども園，幼稚園，保育所は，子ども・子育て支援において地域の中核的
な役割を担い，地域型保育事業を行う者や地域子ども・子育て支援事業を行う者等と連携し，必要に応
じてこれらの者の保育の提供等に関する支援を行うことが求められます。 
また，原則として満 歳未満の保育を必要とする子どもが利用する地域型保育事業については，満
歳以降も引き続き適切に質の高い教育・保育を利用できるよう，認定こども園，幼稚園，保育所と地域
型保育事業を行う者との連携が必要です。 
このため，認定こども園等と地域型保育事業を行う者の連携について，市町村が積極的に関与し，円
滑な連携が図られるよう支援します。 

特定教育・保育及び特定地域型保育を行う者並びに地域子ども・子育て支援事業に従事する者の確保

及び資質の向上 
ページから ページの施策に基づき，人材確保及び資質向上に努めます。 



第６章 子ども・子育て支援新制度の推進 ４ 市町村の区域を超えた広域的な見地から行う調整

市町村の区域を超えた広域的な見地から行う調整 
子ども・子育て支援事業計画作成時等の調整 
市町村間で広域調整が整わない場合と市町村子ども・子育て支援事業計画作成時における県への協議
や調整については，別途定める手続により行うこととします。 
認定こども園，幼稚園，保育所の利用定員設定時等の調整 
市町村が特定教育・保育施設の利用定員を定めようとするときや変更しようとするときに，あらかじ
め行う知事への協議については，別途定める手続により行うこととします。 

教育・保育に従事する者の確保 
（単位：人） 

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 

特定教育・保育施設 

幼稚園（※１） 

幼保連携型認定こども園 

保育所 

保育所型認定こども園 

特定地域型保育事業所 

計 

※ 特定教育・保育施設に該当しない幼稚園に係るものを含む。 
※ 保育を行う者の見込み数については，令和２年１月 日内閣府子ども・子育て本部参事官（子ども・子育て支援担当）
付，文部科学省初等中等教育局幼児教育課，厚生労働省子ども家庭局保育課事務連絡「都道府県子ども・子育て支援事業支
援計画に記載する特定教育・保育及び特定地域型保育を行う者の見込み数の算出例について」の「計画期間中の特定教育・
保育及び特定地域型保育を行う者の見込み数の算出方法（例）表２」により算出。 

子育てのための施設等利用給付の円滑な実施の確保を図るために必要な市町村

との連携 
特定子ども・子育て支援施設等の確認や公示，指導等の法に基づく市町村の事務の執行や権限の行使に
当たっては，法に基づく市町村への情報提供や，事業の実施状況についての情報共有，立入調査への同行
等を行います。 
また，給付事業を実施するに当たっては，市町村に対し適切な助言を行い，事業の円滑な実施を図りま
す。 



第６章 子ども・子育て支援新制度の推進 ７ 地域子ども・子育て支援事業の推進

地域子ども・子育て支援事業の推進 
地域子ども・子育て支援事業への支援 
地域子ども・子育て支援事業については，教育・保育施設を利用する子どもの家庭だけでなく，在宅
の子育て家庭を含む全ての家庭や子どもを対象とする事業として，利用者支援事業，
課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ），
訪問事業，地域子育て支援拠点事業，一時預かり事業，病児保育事業，子育て援助活動支援事業（ファ
ミリー・サポート・センター事業）などを市町村が地域の実情に応じて実施していきます。 
この事業は，市町村が市町村子ども・子育て支援事業計画に従って実施するものとされており，県は
市町村が実施する各事業が円滑に運営されるよう事業費の助成や助言等の支援を行います。
市町村における取組計画 
「地域子ども・子育て支援事業」に取り組む予定の市町村数は次のとおりです。 

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

利用者支援事業      

放課後児童健全育成事業      

子育て短期支援事業      

養育支援訪問事業      

地域子育て支援拠点事業      

一時預かり事業      

病児保育事業      

子育て援助活動支援事業 
（ファミリー・サポート・センター事業）

放課後児童健全育成事業の推進 

教育委員会と福祉部局の具体的な連携に関する方策
放課後児童クラブと放課後子供教室については，「新・放課後子ども総合プラン」に基づき，共働
き家庭等の全ての児童が放課後等において，安心・安全な居場所が確保され，次代を担う人材育成が
図られるよう市町村の取組を支援する必要があることから，県としては，教育委員会と福祉部局の連
携を始め放課後対策の総合的な在り方を検討するための「推進委員会」において，市町村の取組を推
進します。 

教育・保育情報の公表 
県は，施設・事業の透明性を高め，教育・保育の質の向上を促していくため，特定教育・保育施設及び
地域型保育事業所の教育・保育等の内容に関する事項等についてインターネット等で公表します。 



第７章 数値目標 １ 重点数値目標

数値目標

本県の合計特殊出生率は， （平成 ）年では であり，全国的には第４位と高い水準にあります
が，人口の維持に必要とされる合計特殊出生率の からすると相当低く，
ない状況が続いています。 
少子化は，社会における様々なシステムや社会経済情勢，人々の価値観と深く関わっており，克服するた

担う子どもを育成する取組を第５章 「施策の方向」で示しましたが，本章では，その取組をより計画的に
推進するため，以下のとおり数値目標を掲げます。 

重点数値目標 
少子化対策に直結し，第５章 「施策の方向」で位置付けた主な取組に関連する数値目標であり，計画
期間中の毎年度において，その進捗を管理し，少子化対策の成果を現す目安と位置付けるものです。 

番号 数値目標項目 現状 
平成 年度

目標 
令和 年度

かごしま出会いサポートセンター会員登録会員数 人 人
かごしま出会いサポートセンター会員登録者の延べ成婚数 組 組
婚活イベントの年間情報提供数 回 回
子育て世代包括支援センターの設置市町村数 市町村 全（ ）市町村
保育所等待機児童数 人 人
地域子育て支援拠点の実施市町村数 市町村 全（ ）市町村
病児保育事業の実施箇所数 箇所 箇所
休日保育の実施箇所数 箇所 箇所
放課後児童クラブ待機児童数 人 人
ファミリー・サポート・センター設置箇所数 箇所 箇所
男性の育児休業取得率
ワーク・ライフ・バランスの推進を行っている企業の割合
認可外保育施設の指導監督基準を満たす施設の割合
子ども家庭総合支援拠点を設置する市町村数 市町村 全（ ）市町村
いずれは，結婚しようと考える未婚者（ 代まで）の割合 増加させる
予定している子どもの数が２人以上と答える人の割合 増加させる
子育てがしやすくなったと感じる人の割合
仕事と家庭の両立がしやすくなったと考える人の割合

※１ 



第７章 数値目標 ２ 包含する計画において掲げる数値目標

包含する計画において掲げる数値目標 
， 家庭等及び寡婦自立促進計画，新・放

課後子ども総合プランに係る県行動計画における数値目標であり，少子化対策に関連する目標として掲げ
るものです。 
母子保健計画 

番号 数値目標項目 
現状 

（平成 年度） 
目標 

（令和 年度） 
 妊娠 週以内での妊娠の届出率 １

 妊娠中の妊婦の喫煙率 １ ０
 妊娠中の妊婦の飲酒率 １ ０
全出生児に占める低出生体重児の割合 

（出生体重 ｇ未満）（出生百対） 
２ 減少させる 

 乳児死亡率（出生千対） ２ 以下 
 子育て世代包括支援センターの設置市町村数 市町村 全（ ）市町村 
 産婦健康診査に取り組む市町村数 市町村 全（ ）市町村 
 産後ケアの事業に取り組む市町村数 市町村 全（ ）市町村 

市町村 全（ ）市町村 
 養育支援訪問事業に取り組んでいる市町村数 市町村 全（ ）市町村 
育てにくさを感じたときに何らかの解決方法を知っ
ている親の割合 

１

 積極的に育児に参加している父親の割合 １ 増加させる 

 ４種混合の予防接種率 
初回 
追加  ％ 

以上 

 麻しん・風疹 ＭＲ の予防接種率 
期 
期 ％ 

以上 

３

代の人工妊娠中絶実施率 歳人口千対） 人 ４ 減少させる 
代の性感染症の報告数（１定点医療機関あたり） 人 減少させる 
代の自殺率（当該年齢人口 万対） 人 減少させる 

１ 暫定値 
２ 人口動態統計（平成 年） 
３ 平成 年度３
※４ 衛生行政報告例（平成 年度） 



第７章 数値目標 ２ 包含する計画において掲げる数値目標

子どもの貧困対策計画 

番号 数値目標項目 
現状 

（平成 年度） 
目標 

（令和 年度） 
 子どもの貧困対策計画の策定市町村数 市町村 全（ ）市町村 
生活保護世帯に属する子どもの進路決定率 

（進学・就職率）（中学卒業後） 
生活保護世帯に属する子どもの進路決定率 

（進学・就職率）（高等学校等卒業後） 
 生活保護世帯に属する子どもの高等学校等中退率 

市町村 市町村 
 ひとり親家庭自立支援給付金の延べ支給者数 人 人 
 ひとり親家庭自立支援給付金受給者の就職・進学率 
 子育て世代包括支援センターの設置市町村数 市町村 全（ ）市町村 

子ども・若者計画 

番号 数値目標項目 
現状 

（平成 年度） 
目標 

（令和 年度） 
 「優れた地域塾」認証団体数 団体 団体 

母子家庭等及び寡婦自立促進計画 

番号 数値目標項目 
現状 

（平成 年度） 
目標 

（令和 年度） 
市町村 市町村 

 ひとり親家庭自立支援給付金の延べ支給者数 人 人 
 ひとり親家庭自立支援給付金受給者の就職・進学率 

新・放課後子ども総合プランに係る県行動計画 

番号 数値目標項目 
現状 

（平成 年度） 
目標 

（令和 年度） 
 放課後児童クラブ待機児童数 人 人 
２ 放課後児童支援員の認定資格研修総受講者数 人 人 



第７章 数値目標 ３ その他

その他 

番号 数値目標項目 
現状 

（平成 年度） 
目標 

（令和 年度） 
 かごしま子育て支援パスポート事業協賛店舗数 社 社 
特定教育・保育施設等の第三者評価，学校関係者評価
の実施率 

％ ％ 

 一時預かり事業等の実施箇所数 箇所 箇所 
 子育て短期支援事業の実施市町村数 市町村 市町村 

箇所 箇所 
 保育の質の向上のための研修総受講者数 人 人 
 交通安全教育の普及 回 回 
 「育児の日」における協力企業数 社 社 
 かごしま子育て応援企業登録数 社 社 
 男性の家事・育児時間 時間 分※１ 時間 分 
 幼児と児童との交流を実施している小学校の割合 ％ ％ 
 移行支援シート等を活用した引継ぎ（幼保→小学校） ％ ％ 
 代替養育を受けている子どもの里親等委託率 ％ ％ 
 結婚・子育てサポート宣言企業の登録数 社 社 

※１ 総務省統計局 平成 年度社会生活基本調査 



第８章 参考資料 １ 計画策定の経過

参考資料
計画策定の経過 

時期 事項 

（平成 ）年３月 「鹿児島県子ども子育て支援事業支援計画」策定 

（平成 ）年３月 「かごしま子ども未来プラン２０１５」策定 

（平成 ）年 月 
かごしま子ども調査 
（調査期間 （平成 ）年 月） 

（平成 ）年 月 
（調査期間 （平成 ）年 月） 

（令和元）年６月 
第１回少子化対策推進本部作業部会（ 日） 
・「かごしま子ども未来プラン２０１５」の数値目標実績について 
・「次期かごしま子ども未来プラン」体系図について 

（令和元）年７月 
第１回少子化対策推進本部幹事会（ 日） 
・「かごしま子ども未来プラン２０１５」の数値目標実績について 
・「次期かごしま子ども未来プラン」体系図について 

（令和元）年８月 
第１回少子化対策推進本部（５日） 
・「かごしま子ども未来プラン２０１５」の数値目標実績について 
・「次期かごしま子ども未来プラン」体系図について 

（令和元）年９月 

第 回子ども・子育て支援会議（５日） 
・「かごしま子ども未来プラン２０１５」の数値目標実績について 
・「鹿児島県子ども子育て支援事業支援計画」進捗状況について 
・「次期かごしま子ども未来プラン」素案について 

（令和元）年 月 
第２回少子化対策推進本部幹事会（ 日） 
・「次期かごしま子ども未来プラン」素案について 

（令和元）年 月 
第２回少子化対策推進本部（ 日） 
・「次期かごしま子ども未来プラン」素案について 

（令和元）年 月 
第 回子ども・子育て支援会議（ 日） 
・「次期かごしま子ども未来プラン」素案について 

（令和元）年 月 
県議会環境厚生委員会（ 日） 
・計画素案の説明等 

（令和元）年 月 
（ 日から （令和２）年１月 日まで） 

（令和２）年２月 
第 回鹿児島県子ども・子育て支援会議（ 日） 
・計画最終案に対する意見について 

（令和元）年３月 
県議会環境厚生委員会（●日） 
・計画最終案の説明等 

（令和元）年３月 ・計画策定 
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鹿児島県子ども子育て支援会議 
鹿児島県子ども子育て支援会議条例 

設置
第１条 子ども・子育て支援法 平成 年法律第 号第 条第４項及び就学前の子どもに関する教育，保育等の総
合的な提供の推進に関する法律 平成 年法律第 号第 条の規定に基づく審議会その他の合議制の機関とし
て，鹿児島県子ども・子育て支援会議 以下「支援会議」という。 を置く。 
組織
第２条 支援会議は，委員 人以内で組織する。 
２ 子育て支援に関する
事業に従事する者及び子ども・子育て支援に関し学識経験のある者のうちから，知事が任命する。 
任期
第３条 委員の任期は，２年とする。ただし，補欠の委員の任期は，前任者の残任期間とする。 
２ 委員は，再任されることができる。 

第４条 
２ 
３ 職務を代理する。 
会議
第５条 支援会議の会議 以下「会議」という。
２ 会議は，委員の過半数が出席しなければ，開くことができない。 
３ る。 
部会
第６条 支援会議は，その定めるところにより，部会を置くことができる。 
２ 
３ する委員の互選によりこれを定める。 
４ 
５ 
名する者が，その職務を代理する。 
６ 前条の規定は，部会について準用する。この場合において，同条第１項中「支援会議」とあるのは「部会」と，

委員でない者の出席
第７条 支援会議又は部会において必要があると認めるときは，その会議に専門的事項に関し学識経験のある者その
他関係人の出席を求め，その意見又は説明を聴くことができる。 
庶務
第８条 支援会議の庶務は，くらし保健福祉部において処理する。 
雑則
第９条 この条例に定めるもののほか，支援会議の運営に関し必要な事項は，支援会議が定める。 
附 則 
この条例は，公布の日から起算して３月を超えない範囲内において規則で定める日から施行する。 
（平成 年 月規則第 号で，同 年 月 日から施行）  
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鹿児島県子ども子育て支援会議委員 
（委嘱期間 令和元年 月 から令和 年 月 日まで） 

委員属性 人数 団体 職名等 氏名 備考 

子ども・子育て支援に
関し学識経験のある
者 

鹿児島国際大学国際文化学部 特任教授 大坪 治彦  

 名誉教授 武井 修治  

鹿児島大学教育学部 教授 前田 晶子  

鹿児島純心女子大学大学院 教授 餅原 尚子  

（鹿児島市 健康福祉局
田中 公弘  

子どもの保護者 

小学校就学前の児童をもつ保護者 公募 立薗 大輔  

小学校就学前の児童をもつ保護者 公募 エルメス 恵子  

鹿児島県子ども会育成連絡協議会  順子  

鹿児島県ＰＴＡ連合会  田實 澄恵  

鹿児島県私立幼稚園 連合会 理事 林 朋子  

事業主を代表する者  鹿児島県経営者協会  会員 中村 邦子  

労働者を代表する者  日本労働組合総連合会鹿児島県連合会  今村 悟  

子ども・子育て支援に
関する事業に従事す
る者 

特定非営利活動法人全国認定こども園協会 
九州地区鹿児島県支部 

 輿水 基  

鹿児島県児童養護協議会 会員 白鳥 浄子  

一般社団法人鹿児島県私立幼稚園協会  上原 樹縁  

公益社団法人鹿児島県医師会 会員 金蔵 章子  

鹿児島県国公立幼稚園・こども園協会  石原 義仁  

 主任児童委員 大石 明子  

社会福祉法人鹿児島県保育連合会  幸多 健次  

 鹿児島県町村会  理事 大久保 明  

合計（人） 



第８章 参考資料 ３ 関係機関連絡先一覧

関係機関連絡先一覧 
所  在  地 電話番号 

鹿児島県庁 〒  鹿児島市鴨池新町 代表

各種相談機関 

相談機関 所在地 
電話番号 

（ 番号） 
所管区域 

＊ 児童相談所全国共通ダイヤル  １８９（最寄りの児童相談所につながります） 

中央児童相談所 〒  鹿児島市桜ヶ丘六丁目

県下一円 
（大隅児童相談所及び
大島児童相談所の管轄
地域を除く） 

大隅児童相談所 〒  鹿屋市打馬二丁目
鹿屋市，垂水市 
曽於郡，肝属郡 

大島児童相談所 〒  奄美市名瀬小俣町 奄美市，大島郡 

女性相談センター 県下一円 

男女共同参画 
センター 

〒
鹿児島市山下町

県下一円 

精神保健福祉センター 〒  鹿児島市小野１丁目 県下一円 

こども総合療育センター 〒  鹿児島市桜ヶ丘六丁目 県下一円 

発達障害者支援センター 〒
鹿児島市桜ヶ丘六丁目
（こども総合療育センター内） 

県下一円 

かごしま子ども・若者総
合相談センター 
（ひきこもり地域支援セ
ンター） 

〒
鹿児島市鴨池新町

階） 
県下一円 

総合教育センター 〒  鹿児島市宮之浦町

○教育相談課 

県下一円 
○特別支援教育研修課 

若者就職サポートセンタ
ー 

〒
鹿児島市東千石町
鹿児島商工会議所（アイム）ビル 県下一円 

消費生活センター 〒  鹿児島市新屋敷町 県下一円 

大島消費生活相談所 〒  奄美市名瀬永田町 奄美市，大島郡 
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各種相談等 
電話相談窓口 相談受付時間 電話番号 

小児救急電話相談 
平日・土曜日： 朝
日曜・祝日： 朝

県内共通 ＃８０００ 
（ダイヤル回線・ＩＰ電話
などからは ） 

「子ども・家庭 番」（中央児童相談所内設
置）子どものあらゆる相談 

祝日を除く 
：

男女共同参画センター 
男女共同参画に関する相談 

― ― 

○一般相談（面談による相談は要予約） 
：

火曜日（休館日の翌日） 

○専門相談 
 法律相談，メンタルヘルス相談，男性相
談 

（法律相談） 
第 ・第 火曜日
（メンタルヘルス相談） 
第 木曜日   
（男性相談） 
第 土曜日   

配偶者暴力相談支援センター 
配偶者や交際相手からの暴力に関する相談 

県女性相談センター 

（祝日を除く） 
：

木曜日：
日曜日：

県男女共同参画センター 
火曜日（休館日の翌日）

地域振興局・支庁の地域保健福祉課 
（閉庁日を除く） 

に記載

自殺予防情報センター 
（面談による相談は要予約） 
自殺に関する悩みを持った方や家族などの相
談 

（祝日を除く）月曜日・木曜日 
，

少年サポートセンター「ヤングテレホン」 
非行・家出・いじめ等少年問題に関する相談 （閉庁日を除く） 
「かごしま教育ホットライン２４」 
いじめに関する相談（いじめ以外の相談もでき
ます） 

年中無休 時間対応 

鹿児島労働局 雇用環境・均等室 
男女雇用機会均等法，育児・介護休業法，パー
トタイム労働法等に関する相談 
消費者ホットライン 
（身近な市町村消費生活相談窓口等を案内し
ます。） 

（相談窓口によって異なります。） （局番なし）

犯罪被害者等支援総合窓口（県くらし共生協働
課内） 
（犯罪の被害に遭われた方への適切な個別相
談窓口や県の犯罪被害者等支援施策の案内） 

（閉庁日を除く） 
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電話相談窓口 相談受付時間 電話番号 
「性暴力被害者サポートネットワークかごしま」（
（性暴力・性犯罪被害に関する相談のほか，関係機関の紹介，病院等
への付き添いなどを行います。） 

○（公社）かごしま犯罪被害者支援センター 
（祝日を除く） 

○性犯罪被害相談電話（鹿児島県警察） 時間対応 

○犯罪被害者等支援総合窓口（鹿児島県生活・文化課内） 
（祝日を除く） 

「性暴力被害者サポートネットワークかごしま」（
（性暴力・性犯罪被害に関する相談のほか，関係機関の紹介，病院等
への付き添いなどを行います。） 

○（公社）かごしま犯罪被害者支援センター 
（祝日を除く） 

○性犯罪被害相談電話（鹿児島県警察） 時間対応 

○犯罪被害者等支援総合窓口（鹿児島県生活・文化課内） 
（祝日を除く） 

保健所 
所  在  地 電話番号 所管区域 

鹿児島市保健所 〒  鹿児島市鴨池二丁目  鹿児島市 

指宿保健所 〒  指宿市十二町  指宿市 

加世田保健所 〒  南さつま市加世田村原二丁目  枕崎市，南さつま市，南九州市 

伊集院保健所 〒  日置市伊集院町下谷口  鹿児島郡，日置市，いちき串木野市 

川薩保健所 〒  薩摩川内市隈之城町  薩摩川内市， 摩郡 

出水保健所 〒  出水市昭和町  出水市，阿久根市，出水郡 

大口保健所 〒  伊佐市大口里  伊佐市 

姶良保健所 〒  霧島市隼人町松永  霧島市，姶良市，姶良郡 

鹿屋保健所 〒  鹿屋市打馬二丁目  鹿屋市，垂水市肝属郡 

志布志保健所 〒 志布志市志布志町志布志 
二丁目

 曽於市，志布志市，曽於郡 

 〒 熊毛郡 
（中種子町，南種子町）

屋久島保健所 〒  熊毛郡屋久島町安房  熊毛郡（屋久島町） 

名瀬保健所 〒  奄美市名瀬永田町 奄美市，大島郡（大和村，宇検村， 

徳之島保健所 〒 大島郡（徳之島町，天城町，伊仙町，
和泊町，知名町，与論町）
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県の福祉に関する事務所 

所在地 
電話番号 

（ 番号） 
所管区域 

鹿児島地域振興局 
保健福祉環境部地域保健福祉課 

〒
日置市伊集院町下谷口

鹿児島市，日置市， 
いちき串木野市，三島村， 
十島村 

南薩地域振興局 
保健福祉環境部地域保健福祉課 

〒
南さつま市加世田村原 

枕崎市，指宿市， 
南さつま市，南九州市 

北薩地域振興局 
保健福祉環境部地域保健福祉課 

〒
薩摩川内市隈之城町

阿久根市，出水市， 
薩摩川内市， 

姶良・伊佐地域振興局 
保健福祉環境部地域保健福祉課 

〒
霧島市隼人町松永

霧島市，伊佐市， 
姶良市，湧水町 

大隅地域振興局 
保健福祉環境部地域保健福祉課 

〒
鹿屋市打馬二丁目

鹿屋市，垂水市，曽於市， 
志布志市，大崎町，東串良町，
錦江町，南大隅町，肝付町 

熊毛支庁 
保健福祉環境部地域保健福祉課 

〒
中種子町，南種子町， 
屋久島町 

屋久島事務所 
保健福祉環境課 

〒
熊毛郡屋久島町安房

屋久島町 

大島支庁 
保健福祉環境部地域保健福祉課 

〒
奄美市名瀬永田町

大島郡全体，奄美市， 
大和村，宇検村， 

〒

喜界事務所福祉係 
〒
大島郡喜界町赤連

喜界町 

徳之島事務所福祉課 
〒

徳之島町，天城町，伊仙町 

沖永良部事務所総務福祉課 
〒
大島郡和泊町手々知名

和泊町，知名町，与論町 
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各市町村福祉事務所 

所  在  地 電話番号 
（ 番号）

鹿児島市福祉事務所 〒  鹿児島市山下町

鹿児島市谷山福祉事務所 〒  鹿児島市谷山中央四丁目

鹿屋市福祉事務所 〒  鹿屋市共栄町

枕崎市福祉事務所 〒  枕崎市千代田町

阿久根市福祉事務所 〒  阿久根市鶴見町

出水市福祉事務所 〒  出水市緑町

指宿市福祉事務所 〒  指宿市十町

 〒

垂水市福祉事務所 〒  垂水市上町

薩摩川内市福祉事務所 〒  薩摩川内市神田町

日置市福祉事務所 〒  日置市伊集院町郡

曽於市福祉事務所 〒  曽於市財部町南俣

霧島市福祉事務所 〒  霧島市国分中央三丁目

いちき串木野市福祉事務所 〒  いちき串木野市昭和通

南さつま市福祉事務所 〒  南さつま市加世田川畑

志布志市福祉事務所 〒  志布志市有明町野井倉

奄美市福祉事務所 〒  奄美市名瀬幸町

南九州市福祉事務所 〒  南九州市川辺町平山

伊佐市福祉事務所 〒  伊佐市大口里

姶良市福祉事務所 〒  姶良市宮島町 番地 

 〒

屋久島町福祉事務所 〒  熊毛郡屋久島町安房 番地


